業界横断2017-4-02

２０17年度 第3回国際／業界横断EDIタスクフォース 議事録(案)




　

国連CEFACT日本委員会 一般社団法人ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ情報基盤研究会

１．開催日時　：　2017年11月7日（火） 14:00～17:00
２．開催場所　：　機械振興会館　6階6-62会議室
３．出 席 者　： （順不同・敬称略）
　　　

      特別会員　　　菊川　正博　　　一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会　　　
　　　幹事会員　　　兼子　邦彦　　　小島プレス工業株式会社
　　　幹事会員　　　遠城　秀和　　　NTTデータシステム技術株式会社      
幹事会員　　　斉藤　孝平　　　株式会社NTTデータ
幹事会員　　　岡村　俊也　　　株式会社グローバルワイズ

幹事会員　　　山下　正博　　　株式会社グローバルワイズ
      幹事会員　　　藤野　裕司　　　株式会社データ・アプリケーション

　　　幹事会員　　　中井　基雄　　　株式会社データ・アプリケーション
　　　正会員　　　　加藤　重雄　　　パティオシステムズ株式会社　
　　　正会員　　　　花澤　健二　　　キヤノンITソリューションズ株式会社
　　　正会員　　　　藤本　昌宏　　　富士通エフ・アイ・ピー株式会社
　　　賛助会員　　　川内　晟宏　　　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
　　　賛助会員　　　野田　和巳　　　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

賛助会員　　　村上　　出　　　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会

賛助会員　　　河端三千男　　　特定非営利活動法人ITコーディネータ協会
賛助会員　　　根岸　大介　　　一般財団法人流通システム開発センター
賛助会員　　　梶田　　瞳　　　一般財団法人流通システム開発センター
　　　賛助会員　　　帆足　弘治　　　一般財団法人建設業振興基金
　　　賛助会員　　　浜田　祐太　　　一般社団法人全国銀行協会
　　　事 務 局　　　菅又　久直
　　　一般社団法人ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ情報基盤研究会
　　　事 務 局　　　斉藤　良一
　　　一般社団法人ｻﾌﾟﾗｲﾁｪｰﾝ情報基盤研究会

出席者　21名
４．議事概要
　　
2017年度第3回国際／業界横断EDIタスクフォースは、兼子委員長の進行にて以下の議事を実施した。なお、出席者の都合により議事の順序を変更した。

（資料：業界横断2017-3-01第3回国際／業界横断EDI TF議事次第）
　また、議事に入る前に配布資料のうちUMTPモデリングフォーラム2017の開催案内が事務局よりあった。（11月10日TEPIAホール）
４－１．第2回国際／業界横断EDIタスクフォース議事録確認

　事務局菅又より第2回議事録の内容確認を行った。特に意見等なく承認された。
（資料：業界横断2017-3-02第2回国際／業界横断EDI TF議事録（案））

４－２．ネットワーク相互運用性について
　藤野委員より以下の説明があった。
４－２－１．データ連携プラットフォーム実装ガイドライン
（資料：業界横断2017-3-06データ連携プラットフォーム実装ガイドライン）
・現在作成中の「データ連携プラットフォーム実装ガイドライン」（暫定名称）は、中小企業プロジェクトの技術部会のもとで行われている。既存のEDI（30万社～40万社）と共通EDIをどうすれば繋がるかのガイドブックである。
・その必要性は日本型EDIが企業同士の繋がりが多いという特徴があり、融合を目指すには一定のガイドラインが必要となる。

・既存のEDIとの融合を目指すには次の2つの考え方で進める。レベルⅠはEDIゲートウェイを用意してこの仕様に業界標準EDIを合わせる方式。レベルⅡは既存EDIとの融合を図るために相手の仕様に合わせた方式となる。
４－２－２．FAX代替機能検討チーム活動中間報告
（資料：業界横断2017-3-07 FAX代替機能検討チーム活動中間報告）

・FAX代替機能が必要かどうかの議論があるが、既存EDIの中にFAXが使われておりデジタル化しやすい方法は何かを探りたい目的で行っている。
・今回の調査でおもしろい答えが出てきたので紹介する。大手企業が中小企業に発注するパターンではFAXシステム（自動化）を利用しているところが大半であることが分かった。また、中小企業が大手企業に発注するパターンでは紙（FAX）で受け取るためデジタル化が問題となっている。

・6社にヒアリングしたが、今回はすべて流通業を対象とした。製造業では加工処理や図面データなどがありFAX代替は難しいという面もある。
・検討結果では、簡単な端末であるハンディ端末が有効であることが分かった。

４－２－３．EDI実施のための作業タスクと課題

（資料：配布なし　スライドのみ）

・日本型EDIは多種多様な標準や接続体系が存在しており、既存のEDIを変えるには多くの労力が必要となる。そのためまずは既存EDIの現状を調査して導入、運用タスクを洗い出しそれらの実施上の課題としてまとめる事とした。

・EDI実施の課題を導入手順とその作業タスクに分けてマトリックスにしている。この表はエクセルでA3用紙3頁～5頁にもなる。このように全項目を網羅した試みは初めてと思う。ユーザー側が一覧でみられるので利用面でも大いに効果があると考える。
【質疑・意見】

（１）川内委員から以下の意見があった。

①資料（03）の5頁の絵について（FAX代替システム概要図）この場で議論する話ではないが、中企庁プロジェクトの中では入っていないと思う。業界EDIに組み込むのは問題ないが、今後の提案としてもらいたい。
⇒この絵は中企庁プロジェクトにはないということで承知している。あくまでも既存のEDIの世界での話です。（藤野）

②ガイドラインのレベルⅡ（既存EDIへの融合）は新しい提案となるのか？

⇒新しいというわけではない。既存EDIと繋ぐのはどうするかのテーマであり最初から対象となっている。（藤野）

③中企庁プロジェクトの中か外かの議論だと思うが、SIPSの範囲としては全て入っているので大いに進めて貰いたい。（菅又）

（２）遠城委員から以下の意見があった。
①このガイドラインではESP連携の課題（前回議事録の2頁記載の課題1，2，3）に対応するようなことは触れるのか？

⇒あくまでも既存EDIの中での対応になる。（藤野）

⇒VAN間接続などの既存EDIの中にもあるので、是非チーム内でヒアリングして頂きたい。（菅又）

⇒了解した。（藤野）

②FAX代替システムについて、課題はデータの再利用が問題で見る方は問題ない。大手企業から中小では紙（FAX）でよいが、それも年齢層によって違ってきている。若い人は紙を使わない世代になっている。そこで年齢層別に対応を考えた方が良いのではないか。

従来型（現状のまま）でよい方、新しい環境でやりたい方、モバイルなどでやりたい方など、ハイブリッドで行きたいと思う。

③（データ連携プラットフォームの作業分析は）レガシーな技術がベースになっているのではないか。最新のVAN運用は人手をかけないやり方が取られていると思う。
⇒現状の問題点の対応に絞っている。ガイドと課題は分けている。（藤野）

⇒ユーザー側は層分け（紙を好む層、電子を好む層、モバイルを好む層など）にした方が良いと思う。（菅又）

⇒検討してみる。（藤野）

（３）斉藤孝平委員から以下の意見があった。

①ガイドラインの名称も未来志向のように聞こえる。見直しをするということだが。

⇒「現状の洗い出しと現状のEDIのガイドライン」などの利用者にわかるようにしたい。（藤野）

４－３．業界横断EDIフレームワークの国内展開

４－３－１．中小企業共通EDIの相互運用性
　川内委員より以下の説明があった。
（資料：業界横断2017-3-05中小企業共通EDI標準と相互連携性仕様について）

　現在中企庁プロジェクトが推進中であるが、これが終了した後の展開について検討している。その結果として次の方向性が出てきた。
①中小企業共通EDI標準の初版発行

　　中企庁プロジェクトの結果を実証検証後の成果物とし「中小企業共通EDI標準」として公開する。
②金流EDIと商流との整合性チェック

　　金流EDIと商流EDIとの情報項目整合性の再チェックを行う。

③パブリックコメントを実施
　　クラウドやパッケージはかなり自由度があるが本当に繋がるのかなどの問題がある。そのため相互運用性仕様としてまとめている。これをパブコメにかけて公開していく。今回の資料はその準備中のものである。2018年2月に最終確認をもらう予定。
　業務アプリの相互連携性仕様については、情報項目を必須情報項目（13項目）と推奨情報項目とに分けて相互運用性を保つ。また、業種別の拡張版を設定することや回答機能の有無によりタイプを分けるなどの方式を考えている。
【質疑・意見】
（１）事務局菅又より以下の意見があった。
・データの標準化を目指している、ということでプロセスの標準化ではない。

・資料スライド14の表で自動車が対象外となっているが？
⇒自動車の需要予測、納入指示プロセスはまだ実証検証中ということで今は外している。（川内）

（補足説明：川内）

・参考資料として付表（相互運用性仕様）を付けた。その中で金融EDI対応の欄をマッピング表に設けた（付表のサンプルは発注・受注のみを掲載）。パブコメ用には中小企業ドメイン取引プロセスの見積依頼から請求までの全プロセスの情報項目が含まれる。
（２）斉藤孝平委員より以下の意見があった。
以下、相互運用性の議論について確認したい。

・商流情報項目については金融業界からの要求はない、という認識でいる。経済産業省の委員会で検討された金融EDIで扱う商流情報の推奨項目という言い方が正しい。
・川内さんの話は、アプリケーションレベルの相互運用性ということで項目やフォーマットのみということで通信レイアなどは含まれていない。
・藤野さんのガイドラインは既存のEDIとの融合の範囲、遠城さんのいうESP間連携は今後の課題でありSIPSの対象課題としてはこれらの全てが含まれるという認識でいる。
⇒出席者合意
４－４．金融庁決済業務を効率化―EDIシステム実証

　兼子委員より日刊工業新聞（10月30日）の記事内容の説明があった。

（資料：席上配布）

　今年度に続いて2018年度にもEDIシステムの実証のための予算が確保できる見通しとなった。決済情報と商流情報を連携させる仕組みの構築の実証検証を行う。2019年度に本格稼働を目指す。

　また、消費税法改訂の影響ということで、2019年10月以降10％となる消費税対応についても、4種類の税率が混在するなど複雑な対応が要求される。そのためのシステム対応が大変となる。手作業では大きな負担になりEDIの導入を促す良いチャンスと捉えたい。請求書にQRコードを付加する方法など対応策の検討も必要。（資料：席上配布）
【質疑・意見】

・この時期はISDNサービス終了（2024年）によるEDI対応など含めて多くの業務が重なりITベンダーはとても大変な時期になる。（藤野）

・大手も軽減税率対応を検討し始めている。
・これはインボイス制度（2023年）への対応の問題も大ごとである。
・軽減税率対応では、中小企業はEDIを含めた補助金制度がありその活用することもできる。

４－５．業界横断EDI仕様の国際標準化推進
　事務局菅又より以下の報告があった。

４－５－１．国連CEFACTフォーラム報告

（資料：業界横断2017-3-03国連CEFACTフォーラム報告）

　国連CEFACTは、貿易手続の簡易化と電子ビジネスの促進、およびそれらに関するグローバルなポリシーや技術仕様の制定を目的として設立された国連組織である。

　小生は、国連CEFACT組織の中で、手法技術分野およびサプライチェーン分野の開発に貢献するとともに、今後のアジアおよび日本における電子ビジネス関連標準の推進方策を見通すことを目的に、一般財団法人日本貿易関係手続簡易化協会の依頼により第30回国連CEFACTフォーラムに参加した。参加者は30ヵ国及び多数の国際機関（UNECE, WTO, WCO, EU, EEC,IBC, GS1, ISO, AFACTなど）より、登録ベースで147名であった。

フォーラムでは、PDA（Program Domain Area）ごとに会議が進められる。小生はサプライチェーンPDAおよび手法・技術PDAを中心に参加した。また、今年で30周年を迎えたEDIFACTの記念イベントが行われ、次の日本関係者に、EDIFACT普及への貢献に尽くしたとして感謝状が贈られた。

日本貿易手続簡易化協会

日本自動車工業会


遠城　秀和（ライブラリ保守のためのバリデーションに貢献）

鬼頭　吉雄（海上運輸・港湾関連EDIメッセージ開発に貢献）
サプライチェーンPDA（BUY/PAY）では、サプライチェーン参照情報モデルがほぼ完成し、サプライチェーン全体（カタログ、受発注、出荷納入、請求支払）への展開が進められた。
小生がエディターを務めるスケジューリング・プロジェクト（JIT製造プロセス）の状況は次の通り。業務要件についての議論は決着し、7月~9月に業務要件定義書（BRS）の公開レビューが行われ、チーム外からのコメントは無くBRSは承認された。今後、BIE追加要求を提出し、情報項目のハーモナイゼーションが行われる。日本側のBIE要求（需要予測と納入指示）整備は完了し今週ライブラリメインテナンスチームに提出した。年内にハーモナイゼーションが開始できる見込み。欧州側のBIE要求（Consumption Report：在庫の消費報告）整備についてのスケジュールは遅れが見込まれる。よって、2018年上半期のCCL（共通辞書）には日本側のBIE要求（需要予測と納入指示）だけが反映されることになろう。
　金融業務領域では、日本提案の支払通知プロジェクトは昨年にProject Exitとなり、ODP7の保守ステージに移行している。その他の金融業務領域のプロジェクト状況は次の通り。
· POファイナンス：BRS公開レビューが完了し、公開待ち。
· 貿易金融（Trade Finance）：公開文書（Background paper, Road map, Case study）完成し、公開済。
· ブロックチェーンの金融セクターでの活用（分散型台帳技術（DLT: Distributed Ledger Technology）、POファイナンス、BPO（Business Process Outsourcing） など）につき検討を開始。
　手法・技術PDAは、 PDA担当副議長Anders Grangard（GS1）のもと、3つのドメインが活動を行っているが、今回のフォーラム前に、小生はSpecification Domainのコーディネータに任命された。
　ブロックチェーンについては、ミニ・コンファレンスが行われた。その演題は資料を参照のこと。また、詳細についてはプレゼン資料を入手しているので要求して頂ければ提供できる。
４－５－２．JIT製造プロセス国連CEFACT標準化推進

　事務局菅又よりスケジューリングプロジェクトの紹介があった。

（資料：業界横断2017-3-04 (1)需要予測／納入指示 BIEサブミッション）

（資料：業界横断2017-3-04 (2)スケジューリングEDIメッセージ（国内版）

　コアコンポーネントの追加状況を示している。また、かんばん情報など追加している。資料の網掛け部分が今回追加した項目となる。2カラム目は仮ナンバーです。（JPSXXXXX）など。
　当説明に関し、BIEサブミッションの内容についての質疑は無かった。
５．スケジュールについて
　次回第4回の開催日程は以下です。
◆第4回国際／業界横断EDIタスクフォース
　　日時: 2018年1月25日（木）14時―17時
　　場所：機械振興会館　5階5S-1会議室
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